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平
成
24
年
度

　
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た

本
年
度
の
各
会
計
予
算
が
市
議
会

第
１
回
定
例
会
で
可
決
し
ま
し
た
。

総
額
は
２
，
５
６
７
億
１
，
６
６
５

万
円
で
す
。
こ
こ
で
は
主
な
事
業
や

施
策
な
ど
を
紹
介
し
ま
す
。
詳
し
く

は
本
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。
な
お
、
１
万
円
未
満
は
端
数

整
理
し
て
い
ま
す
。

こ
と
し
は
市
制
施
行
１
２
０
周
年

と
い
う
節
目
の
年
。
県
都
前
橋
再
生

に
向
け
、
新
し
い
価
値
観
と
ス
ピ
ー

ド
感
を
持
っ
て
、
全
力
で
市
政
運
営

に
よ
り
一
層
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

そ
の
た
め
に
も
行
財
政
改
革
を
積
極

的
に
推
進
し
、
本
市
ら
し
い
市
民
サ

ー
ビ
ス
の
さ
ら
な
る
充
実
を
図
り
ま

す
。
ま
た
、
バ
ラ
ン
ス
の
良
い
行
財

政
運
営
に
努
め
、
財
政
の
健
全
化
を

推
し
進
め
て
い
き
ま
す
。

平成24年度各会計予算
会計名 当初予算 前年度予算 伸び率

一般会計 1,387 億 1,573 万円 1,396 億 5,169 万円 △ 0.7%

特
別
会
計

国民健康保険 367 億 2,472 万円 355 億 7,964 万円 3.2%

後期高齢者医療 36 億 2,937 万円 32 億 3,242 万円 12.3%

競輪 265 億 8,921 万円 218 億 38 万円 22.0%

農業集落排水事業 10 億 8,051 万円 9 億 1,750 万円 17.8%

介護保険 231 億 2,994 万円 212 億 996 万円 9.1%

簡易水道事業等 1 億 1,990 万円 2,206 万円 443.6%
母子寡婦福祉資金貸付金 1 億 5,549 万円 1 億 1,339 万円 37.1%

小計 914 億 2,914 万円 828 億 7,535 万円 10.3%

企
業
会
計

水道事業 101 億 8,240 万円 102 億 2,553 万円 △ 0.4%

下水道事業 163 億 8,938 万円 149 億 6,036 万円 9.6%

小計 265 億 7,178 万円 251 億 8,589 万円 5.5%

合計 2,567 億 1,665 万円 2,477 億 1,293 万円 3.6%

問
い
合
わ
せ
は
　
財
政
課　

☎
８
９
８
―
６
５
４
２

歳入 (項目別)

主な歳入の特徴
●市税

昨年度実績などを基に見込んだ結果、全体で1.1%、5.6億円の減。
〈個人市民税〉給与所得などの落ち込みによる減と年少扶養控除廃止な
どによる増を勘案し、前年度に比べ1.0%の増。

〈法人市民税〉昨年度実績と景気動向などを勘案し、前年度に比べ5.2%
の減。

〈固定資産税〉地価の下落と評価替えによる減などで、前年度に比べ
5.6%の減。

〈事業所税〉中小企業者などに対する減免割合の拡大、平年度化した課
税実績などを勘案し、前年度に比べ62.4%の増。
●国庫支出金

子ども手当から児童手当への制度変更により、前年度に比べ7.5%の減。
●地方交付税

昨年度実績と地方財政計画の伸び率などを勘案し、前年度とほぼ同額。
●市債

全体では前年度に比べ4.7%、6.3億円の増。臨時財政対策債63.5億
円を除いた通常債では前年度に比べ1.1%、9,000万円の減。
●その他

県支出金は緊急雇用創出補助や安心こども基金補助などの減により、前 
年度に比べ3.2%の減。地方譲与税のうち、地方揮発油譲与税は3.9億 
円、自動車重量譲与税は9.5億円。繰入金は前年度に比べ65.9%、6.5億円 
の増。

歳出 （項目別）

主な歳出の特徴
市全体に活力が行き渡るよう積極的な予算編成を行いました。

政策目標「明日の前橋を切りひらき、県都前橋を再生するため、
産業や人材を育み、人が住みやすく自然に優しい文化豊かな街に
する」を実現するため、「６つの基本目標」を重点項目に位置付け
ています。これらの基本目標を推進するための主な事業は４・５
㌻で紹介します。
●６つの基本目標
①地域活動を積極的に支援します
②群馬県、近隣市町村と力を合わせます
③年間1,000人の雇用を創出します
④交流の街を実現します
⑤老後の不安と子育ての負担を軽減します
⑥人材育成の強化と教育環境の充実を進めます

積極的に推進します
行財政改革

歳入確保と効率的な経費執行のた
め、行財政改革を積極的に推進してい
ます。この主な取り組みを紹介します。

■歳入関係
●市税などの納付環境整備

コンビニ納付・ペイジー対象を拡大
し利便性向上を図りました。
●広告収入の確保・拡充

1,534万円の増収見込み。
●清掃工場の熱エネルギー利用と資源
化物の売却促進

２億56万円の増収見込み。
●遊休市有地の売り払い

２億7,184万円の増収見込み。

■歳出関係
●職員の削減

22人削減し、１億5,915万円（４月
１日現在の職員数2,800人）の削減見
込み。
●特別職など（市長・副市長・公営企
業管理者・常勤監査委員・教育長）の
給与引き下げ・退職金を廃止

580万円の削減見込み。
●市債残高

市民１人当たりの通常債残高は、29. 
2万円（平成15年度は42.5万円）にな
る見込み。
●土地開発公社の経営健全化

本年度末の所有している土地の引取
り薄価は、80.7億円（平成22年度末は
88.4億円）になる見込み。

歳出
1,387.2億円

民生費
417億円
30.0％

土木費
212.4億円
15.3％

公債費
150億円
10.8％

教育費
136.9億円
9.9％

総務費
108億円
7.8％

衛生費
77.2億円
5.6％

その他
89億円
6.4％

商工費
196.7億円
14.2％

歳入
1,387.2億円

市税
501.3億円
36.1％

国庫支出金
180.7億円
13.0％

市債
139.7億円
10.1％

県支出金
66.3億円
4.8％

譲与税・交付金
54.9億円
4.0％

その他
279.9億円
20.1％

地方交付税
164.4億円
11.9％
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